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判例研究

社 会 保 障 法 判 例

川久保　　　寛

遺族補償年金の支給と憲法14条1項

大阪地方裁判所平成25年11月25日判決（平23（行ウ）178号，遺族補償年金等不支給決定処分取消請
求事件），判例時報2216号122頁

Ⅰ　事実の概要

　本件は，地方公務員であった妻の自殺が公務上
の災害と認められたことから，その夫（原告）が，
地方公務員災害補償法（以下，「地公災法」という）
に基づいて，地方公務員災害補償基金大阪支部長
（被告）に対して，遺族補償年金ならびに遺族特
別支給金等の支給を求めたものの，いずれも不支
給とされたため，その取消しを求めた事案である。
　地公災法は，遺族補償年金の支給対象者につい
て，いわゆる内縁関係を含む配偶者ならびに子，
父母等であって，職員の収入によって生計を維持
している者，と規定している（32条1項）。また，
妻以外には要件を付しており，配偶者であっても
夫と妻について異なった取扱いを規定している。
すなわち，妻には年齢制限がないが，夫は60歳以
上1）でなければ遺族補償年金が支給されない（32
条1項ただし書き1号）。さらに，地公災法は，福
祉事業である遺族特別支給金等についても，支給
対象者を遺族補償年金ないし遺族補償一時金の受
給権者としており，夫と妻で異なった取扱いを
行っている（47条1項2号および業務規程29条の7
以下）。
　申請時に51歳であった原告は，例外として支給

を認められる障害者でもなかったため，被告から
遺族補償年金ならびに遺族特別支給金等の不支給
決定を受けた。そこで，原告は，32条1項ただし
書き1号によって夫についてのみ年齢要件を付加
していることが，憲法14条1項に違反すると主張
して，本件訴訟を提起した。

Ⅱ　判旨　請求認容（不支給決定取消し）

　1　地公災法32条1項の成立過程
　「…地公法においても，〔労基法，労災保険法，
国家公務員災害補償法と〕同様に，遺族補償年金
を職員の死亡によって扶養者を喪失した遺族で稼
得能力を欠く者に支給するため，妻については，
一般的には就労が困難であることが多いことなど
を考慮して年齢要件又は障害要件（以下「年齢要
件等」という。）を設けず，妻以外の遺族で高校
卒業時より55歳未満の者については，他の公的年
金との均衡を考慮し，年齢要件等を設けた同法32
条1項が制定された。」

　2　違憲審査基準と遺族補償年金の法的性質
　「憲法14条1項は，法の下の平等を定めており，
この規定は，事柄の性質に応じた合理的な根拠に
基づくものでない限り，法的な差別的取扱いを禁
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止する趣旨のものである（最大判昭和39年5月27
日〔地方公務員の待命処分をめぐる判決〕，最大
判昭和48年4月4日〔尊属殺違憲判決〕）。」
　「…地方公務員災害補償制度は…一種の損害賠
償制度の性質を有しており，純然たる社会保障制
度とは一線を画するものであることは否定できな
い。
　ただ，同時に，地方公務員災害補償制度は，労
災保険制度を踏まえて制定されたものであるが，
それまでに社会保障立法の性質を有する健康保険
法や厚生年金保険法及び労働者災害扶助責任法に
個別に規定されていた業務災害保険制度が統合さ
れたものである上，昭和40年の改正により遺族補
償が年金化され，受給権者が死亡，婚姻するなど
した場合にその受給権は消滅するものとされてい
る一方で，これらの事情が生じない限り，死亡し
た職員の就労可能年数が経過した後も同年金の受
給権を失わないものとされており，また，他の社
会保障的性質を有する年金給付との間に調整規定
が置かれていることなどに照らすと，上記遺族補
償年金は，定額が支給される遺族補償一時金とは
異なり，一般に独力で生計を維持することができ
る者，あるいは，死亡職員との間によるものとは
別の生計維持関係を形成した者は，その生計維持
関係をもって生活することを原則とし，そうでな
い者については，喪失した被扶養利益を補填する
必要性を認めて支給するものとしたものであり，
遺族補償年金制度には被告らが主張するように社
会保障的性質をも有することは否定できない。
　そのような性質を有する遺族補償年金制度につ
き具体的にどのような立法措置を講じるかの選択
決定は，上記制度の性質を踏まえた立法府の合理
的な裁量に委ねられており，本件区別が立法府に
与えられた上記のような裁量権を考慮しても，そ
のような区別をすることに合理的な根拠が認めら
れない場合には，当該区別は，合理的な理由のな
い差別として，憲法14条1項に違反するものと解
するのが相当である。」

　3　具体的検討
（1）年齢要件の合理性
　「本件年齢要件を含む年齢要件は…社会保障的
性質をも有する遺族補償年金の受給権者の範囲を
定めるに当たり，立法当時の社会情勢や財政事情
等を考慮して，職員の死亡により被扶養利益を喪
失した遺族のうち，一般的に就労が困難であり，
自活可能ではないと判断される者に遺族補償年金
を支給するとの目的の下に，障害要件とともに，
そのような者を類型化するための要件として設け
られたものであると解されるところ，地公災法が
遺族補償年金の受給権者にこのような要件を設け
たこと自体は合理的なものといえる。」
　「…妻については，年齢や障害の有無に関わら
ず類型的に生計自立の能力のない者として，年齢
要件等を設けずに生計維持要件を有する者は遺族
補償年金の受給権者としたことには，地公災法が
立法された当時においては，一定の合理性があっ
たといえる。…
　以上によれば，本件区別は…立法当時の社会状
況（女性が男性と同様に就業することが相当困難
であるため専業主婦世帯が一般的な家庭モデルで
ある状況）が大きく変動していない状況の下にお
いては，差別的取扱いということができず，憲法
14条1項に違反するということはできない。
　しかし，上記立法の基礎となった社会状況は時
代とともに変遷するものでもある上，本件区別の
理由は性別という，憲法の定める個人の尊厳原理
と直結する憲法14条1項後段に列挙されている事
由によるものであって，憲法が両性の本質的平等
を希求していることは明らかであるから，本件区
別の合理性については，憲法に照らして不断に検
討され，吟味されなければならないというべきで
ある。」

（2）比較の対象と現在の状況
　「…今日では，専業主婦世帯が一般的な家庭モ
デルであるということはできず，共働き世帯が一
般的な家庭モデルになっているというべきである
から，現在における本件区別の合憲性を判断する
に当たっては，こうした一般的な家庭モデルの変
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化にも着目する必要がある。…
　よって，共働き世帯において本件年齢要件の適
用が問題となるのは，どちらか一方が職員である
夫婦双方の収入によって家計を維持していた場合
か，死亡した職員の収入によって主として家計を
維持していた場合である。」
　「確かに，女性の社会進出が進んで共働き世帯
が一般的な家庭モデルとなった今日においても，
女性の方が，男性に比べて，依然として，賃金が
低く，非正規雇用の割合が多いなど，雇用形態や
獲得賃金等について不利な状況にあることは明ら
かであり…本件区別の前提となった立法事実の一
部は依然継続していることが認められる。
　しかしながら，そのような男女間の就業形態や
収入の差については，あくまでも相対的なもので
あるし…母子家庭においても…84.5％が就業でき
ていることをも考慮すると，本件区別のように，
死亡した職員の遺族である55歳未満の配偶者にお
いて，妻を一般的に就労が困難である類型にあた
るとして，男女という性別のみにより受給権の有
無を分けることの合理的な根拠になるとは言い難
い。
　しかも，本件年齢要件の適用が問題となる一般
的な家庭モデルである共働き世帯の場合，専業主
婦世帯や専業主夫世帯とは異なり，遺族たる配偶
者は，男女いずれであれ…現に就労して家計補助
的な程度を超える収入を得ているものの，生計維
持要件を充たしているということは，単独で通常
の生活水準を維持できないか，生活水準を下げざ
るをえないような状態にあるのは共通であって，
職員である配偶者が死亡した場合に単独で生計を
維持できるような職に転職したり，就労形態を変
更したりすることの困難さも，一般に女性の就業
形態，獲得賃金等について，男性に比して恵まれ
ていないことと同様の程度の差にすぎないという
べきであるから，そのような差は，共働き世帯に
ついて，職員である夫が死亡した場合と職員であ
る妻が死亡した場合とで生計維持要件を満たす配
偶者において受給権の有無を分けるほどの異なる
取扱いをすることの合理的根拠とはなり得ないと
いうべきである。」

　「…バブル経済崩壊後のグローバル経済により，
企業が人件費削減も含めたリストラに追い込ま
れ，労働者の処遇を見直してきた結果，日本型雇
用慣行が変容し，非正規の男性労働者の割合が増
加してきたことに照らすと，配偶者のうち夫につ
いてのみ本件年齢要件を課すことが合理的である
とはいい難く，前記〔平成23年度厚生労働白書，
男女共同参画〕白書の中でも，『社会保障制度に
おいても，男性が正規職員として安定的に就業し
ているという前提は，見直さざるを得なくなって
いる』との指摘がなされている。…
　これに加えて…児童扶養手当法4条について，
それまで母子家庭にしか支給されなかった児童扶
養手当を，平成22年8月以降，父子家庭にも支給
することとする改正がなされており，遺族補償年
金制度と同種目的により制定された社会保障立法
において女性のみを優遇する規定を改正し，男女
の平等を図るように法改正が行われていること
も，遺族補償年金制度制定時の立法事実が変遷し
たことにより，本件区別の合理性が失われるに
至ったことを裏付けるというべきである。」

（3）結論
　「以上のとおり，地公災法の立法当時，遺族補
償年金の受給権者の範囲を画するに当たって採用
された本件区別は…立法当時には，一定の合理性
を有していたといえるものの…今日においては，
配偶者の性別において受給権の有無を分けるよう
な差別的取扱いはもはや立法目的との間に合理的
関連性を有しないというべきであり…夫について
のみ60歳以上（当分の間55歳以上）との本件年齢
要件を定める地公災法32条1項ただし書及び同法
附則7条の2第2項の規定は，憲法14条1項に違反す
る不合理な差別的取扱いとして違憲・無効である
といわざるをえない。
　そうすると…遺族補償年金の不支給処分は，違
法な処分であるから取り消すべきであり…遺族特
別支給金〔等〕の各不支給処分も，いずれも違法
なものとして取消しを免れない。」
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Ⅲ　検討

　1　はじめに
　本判決は，遺族補償年金等の受給権について，
夫と妻で異なる支給要件を規定する法の規定が憲
法14条1項に違反すると判断された事案である2）。
　周知のように，社会保障領域では，性別で異な
る取扱いを行うことが比較的多い。それらは，立
法時には，社会的背景や男女の就業形態の違いな
どから異なる取扱いを行う合理的理由があり，正
当性が認められていたと考えられる。しかし，近
年こうした取扱いについて批判がなされるように
なり，本判決も取り上げた児童扶養手当など，立
法上，これまでの取扱いを変更する事例も見られ
る3）。また，裁判例においても，後述するように，
労災における外ぼうの醜状障害について性別で異
なる障害等級を定める取扱いが違憲とされた（こ
の判決を受けて，障害等級表が変更された）。こ
のような流れにおいて，本判決は，地裁判決であ
るものの，社会保障領域で存在する性別で異なる
取扱いについて再考を促す重要な裁判例である。
　本判決の特徴として，地公災法の遺族補償年金
という社会保障的性質を有する（本判決もこのこ
とを認める）給付が問題となっているにもかかわ
らず，朝日訴訟最高裁判決4）や堀木訴訟最高裁判
決5）といった憲法25条をめぐる最高裁判例を引
用・参照せず，憲法14条の問題として判断してい
る点が挙げられる。また，本判決の採った枠組み
は，いわゆる「事情の変更による違憲判断」であ
り，近年の違憲判決に見られる判断枠組みである
が，この点も特徴といえる6）。
　以下では，まず平等権の判断枠組みについて簡
単に確認し，社会保障領域における性別で異なる
取扱いを検討する。合わせて，近年の違憲判決の
枠組みとの関連について述べる。そして，労災に
おける顔の傷をめぐる違憲判決について述べたの
ち，本判決の特徴を明らかにする。最後に，本判
決の意義と評価を試みる。
　なお，本件では遺族特別支給金等についても争
われているが，支給要件が遺族補償年金の要件と

同様であることから，以下では遺族補償年金に限
定して検討する。

　2　平等権の判断枠組み
（1）平等権の審査基準
　憲法学では，平等権の機能および憲法14条1項
の解釈について数多くの研究が積み重ねられてき
た。とりわけ，憲法14条1項後段に列挙された事
由が司法で争われる場合，いわゆる「厳格審査」
基準ないし「厳格な合理性」基準を適用するのが
妥当であるとされたり，不合理が推定され，正当
化のためには強度の理由が必要となるだけではな
く，その立証責任も公権力側が負うとされたりし
ている7）。その背景には，基準を厳しくすること
によって司法が平等を実現することへの期待があ
る。一方，判例によると，憲法14条1項後段が問
題となった場合でも，いわゆる「合理性の基準」
によって審査を行っている。すなわち，より立法
の裁量が認められやすい基準によって司法が審査
することになり，結果として現状の追認になりが
ちである，といえる。判例の採る基準に対して，
学説は総じて批判的である8）。さらに，近年の研
究では，対立している判例および学説のいずれも
実質的に機能していないと批判する論考もある9）。
　本件では，夫と妻という性別のみを理由に，異
なる支給要件を定めている地公災法の規定が問題
となっている。つまり，憲法14条1項後段にいう「性
別」が問題となっており，まずはその審査基準が
問題になる。判旨2のように，本判決は「合理性
の基準」によって審査を行っており，これまでの
平等権をめぐる判例の枠組みに沿っているといえ
る10）。
　とはいえ，平等権をめぐっていずれの基準を採
るとしても，その区別を行う合理性の有無が結論
を左右することになる。そして，社会保障法領域
でその合理性が問われる場合，次にみるように，
その合理性が認められる可能性は高いといえる。

（2）社会保障領域における男女差とその合理性
　社会保障領域は，性別で異なる取扱い，とりわ
け一見すると女性を優遇する取扱い11）を行うこ
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とが多い。たとえば，母子ないし母子世帯に対す
る一連の施策は，親の性別で区別し，根拠法の名
称にも「母子」を用いている12）。また，かつて老
齢年金の受給開始年齢に男女差が設けられてお
り，その合理性に疑問が呈されることもあった
13）。現在も，国民年金の第3号被保険者について，
男女差別であるとの視点から論じられることがあ
る14）。こうした状況について，「社会保障制度は
男女差別の『宝庫』である」と「敢えて挑戦的に
表現」する論考もある15）。憲法学からも，社会保
障領域における男女差について疑問が呈されてい
る16）。
　しかしながら，社会保障領域で男女差別が問題
とされることはあっても，あくまで理論上にとど
まり，司法において憲法14条1項に違反し違憲で
あると判断されることは，3で検討する違憲判決
まで存在しなかった17）。つまり，社会保障領域に
おける性別での異なる取扱いには合理性があると
されてきたのである。その理由として，先に挙げ
た2つの最高裁判例によって，社会保障領域にお
いて広い立法裁量が認められていることが挙げら
れる18）。そのことは，一見すると男女差がある法
令も，そうした取扱いを行う理由に，合理性があ
ると認められやすいことを意味する19）。
　その一方で，社会保障領域において広い立法裁
量が認められているからといって，憲法14条1項
が問題となった時に，そのまま妥当するわけでは
ない。実際，堀木訴訟最高裁判決においても「憲
法25条の規定の要請にこたえて制定された法令に
おいて，受給者の範囲，支給要件，支給金額等に
つきなんら合理的理由のない不当な差別的取扱を
した」場合には違憲となるとされており20），憲法
14条1項の適用が問題となっていた。
　また，本件で問題となった地公災法について，
本判決は「一種の損害賠償制度の性質を有してお
り，純然たる社会保障制度とは一線を画するもの
であることは否定できない。」としている（Ⅱ判
旨2参照）。そのように考えると，地公災法にもと
づく遺族補償年金にかかる立法裁量は，純然たる
社会保障領域における立法裁量よりも狭いことに
なる。そのことは，性別によって異なる取扱いを

行う遺族補償年金について，合理的理由が認めら
れにくくなることにつながる。
　これに加えて，合理的理由が認められにくくな
る判断枠組みが近年の違憲判決に見られる，との
指摘がある。

（3）近年の違憲判決と「事情変更」
　それが平等権をめぐる近年の違憲判決における
「事情変更」法理である21）。すなわち，裁判所が，
①当該立法の“前提となる事実”について立法時と
現在を比較し，②その事実に対する評価が異なる
に至っており，③現在では合理的理由が認められ
ないと評価することによって，違憲判断を導く判
断枠組みである。近年の違憲判決の多くがこの判
断枠組みに拠るとされており，その中には，平等
権が問題となった国籍法違憲判決22）や在外邦人
選挙権訴訟23）なども含まれる24）。この判断枠組み
は，立法時の合憲性を認めることで“立法権の侵
害”という批判を避けつつ，当該立法によって引
き起こされる現状を変えようとするものであり，
違憲判決による影響を考慮したものとされている25）。
　社会保障領域でも，いわゆる学生無年金訴訟を
めぐる議論において，この枠組みに類似した議論
を論じるものがある26）。具体的には，国民年金法
の改正によって国民年金制度の趣旨が変化したに
もかかわらず，大学生の加入についての制度変更
が遅すぎたとして，当時の任意加入制度の適用に
ついて平等権違反を問うものである27）。法改正お
よびその解釈が関係するため，憲法学における事
情変更の判断枠組みとはやや異なるものの，立法
時と訴訟で問題となった時点を比較する点で，共
通しているといえよう。
　本件の判断枠組みは，この「事情変更」を採用
しており，家庭モデルの変化が“前提となる事実”
にあたるとした（Ⅱ判旨3（1）参照）。すなわち，
地公災法の立法当時は専業主婦世帯が多かった
が，現在は共働き世帯が多いことを認定し，その
うえで（生計維持要件を充たす）補助的な働き方
をする男性と女性の就職状況を比較して，依然と
して女性が厳しい状況にあることを認めつつも，
現在は男性も厳しい状況にあることから，夫にの
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み年齢要件を設けるほどの合理的根拠がない，と
している。その限りで，本判決は，憲法25条をめ
ぐる最高裁判決こそ引いてはいないものの，地公
災法に損害賠償的性質を認めることおよび「事情
変更」の法理によって前提事実の変化を認めるこ
とで，憲法14条1項に違反するという結論に至っ
たものといえる。
　このように，本判決は遺族補償年金の法的性質
と新たな判断枠組みによって違憲判決を導いた
が，（Ⅱ判旨3（2）にいう）児童扶養手当法の改
正に加えて，次に検討する性別による異なる取扱
いについて違憲とした裁判例の影響もあったよう
に思われる。

　3　性別を理由にした違憲裁判例と本件の関係
　その裁判例が労災保険における外ぼうの醜状障
害をめぐる違憲判決である28）。この裁判例では，
就業中の事故により顔に傷を負った労働者が，顔
の傷について女性を優遇する形で男女差を設けて
いる障害等級表を問題にした。

（1）外ぼうの醜状障害の法的評価とその合理性
　裁判所は「憲法14条1項は，法の下の平等を定
めた規定であり，事柄の性質に即応した合理的な
基準に基づくものでない限り，差別的な取扱いを
することを禁止する趣旨と解される。」としたう
えで，厚生労働大臣の「裁量権を考慮してもなお
当該差別的取扱いに合理的根拠が認められなかっ
たり，合理的な程度を超えた差別的取扱いがされ
ているなど，当該差別的取扱いが裁量判断の限界
を超えている場合には，合理的理由のない差別と
して，同項〔憲法14条1項〕に違反するものと解
される。」「障害補償給付を受ける権利の制約に関
する厚生労働大臣の裁量は，表現行為や経済活動
など人権への制約場面に比し，比較的広範である
と解される。」とした。
　そのうえで，国勢調査の結果により，醜状障害
による嫌悪感や苦痛，就労機会の制約およびそれ
に伴う損失補てんの必要性について男性より女性
の方が大きいという差異があることや，社会通念
においても差異があることから「当該差別的取扱

いの策定理由に根拠がないとはいえない。」とし
つつ，差別的取扱いの程度を問題とした。すなわ
ち，外ぼうの著しい醜状障害を負った被災労働者
が，女性であれば第7級として傷害補償年金を受
けられるのに対して，男性であれば第12級として
傷害一時金の支給にとどまるという取扱いの差が
大きく，それを「いささかでも合理的に説明でき
る根拠が見当たら」ない，とされた。

（2）違憲判決と本件の関係
　この裁判例は，合理的根拠があることを一応認
めつつ，取扱いの“程度”を問題にした点で特色を
有する。いいかえると，性別で異なる取扱いを行
うにあたって，合理的根拠が認められた点ではこ
れまでの社会保障領域における性別で異なる取扱
いの法的評価と同様であるが，その一方で取扱い
の“程度”を問題に違憲とした点で新しい裁判例で
ある29）。また，厚生労働省が控訴せずに裁判例が
確定しただけではなく，その後，障害等級表が見
直され，女性の等級に合わせる形で男女差がなく
なった30）。この裁判例に関する評釈を見る限り，
理由づけおよび結論は受け入れられているようで
ある31）。
　また，この裁判例は，労災保険という社会保障
領域を検討しているにもかかわらず，本判決と同
様に，憲法25条にかかる最高裁判例を引用ないし
参照していない。一方で「障害補償給付を受ける
権利の制約に関する厚生労働大臣の裁量は，表現
行為や経済活動など人権への制約場面に比し，比
較的広範であると解される。」と判示しており，
最高裁判例を“意識”しているように読める。地裁
判決であることもあるのか，この判断枠組みにつ
いて詳細に検討する論考は存在しない32）。
　この裁判例と比較すると，本判決は，男女差を
違憲とした結論を同じくするものの，その理由づ
けが異なる。すなわち，本判決は，男女差を規定
する根拠それ自体の正当性が，（かつて認められ
たが）いまや認められないとされた点で特色を有
している33）。つまり，本判決の枠組みでは，たと
えば女性にも年齢例要件を定めることは許される
が，そのうえで男女で異なる年齢要件を定めるこ
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とは許されないことになる34）。

　4　本判決の意義と評価
（1）本判決の意義
　このようにみてみると，本判決は，性別で異なっ
た取扱いを行うことの目的それ自体を否定し，そ
の主な理由として事情の変化を挙げた事例として
意義を持つ。具体的には，社会保障領域において
事情変更の法理が認められ，違憲と判断された事
例といえる。また，本判決は，Ⅱ判旨3（1）にお
いて，憲法学において主張されてきた憲法14条1
項後段事由の特殊性を認めており，性別で異なっ
た取扱いを定める場合に慎重な判断を求めている35）。
　そして，本判決は，一般的な世帯（家庭モデル）
について，専業主婦世帯から共働き世帯へ変化し
たことを認定している。事実認定の部分ではある
が，世帯が関係する社会保障制度の再検討が求め
られうる点で意義があるように思われる。関連し
て，本判決は，共働き世帯を一般化したうえで生
計維持要件から，補助的な働き方をしていた夫と
妻とを比較している。抽象的な女性の就業の難し
さや賃金の低さを認めつつも，労働市場の状況か
ら，これまで補助的な働き方をしていた夫にとっ
ても働き方の変更が難しいとした点は，労働市場
の変化を踏まえた判断といえよう。さらに，児童
扶養手当法の改正を取り上げ，社会保障領域にお
ける男女平等の変化を認定している点で，本判決
は特徴を持つ。

（2）本判決の評価
　このように考えると，先に述べた外ぼうの醜状
障害をめぐる違憲判決と理由づけが異なるもの
の，本判決は，男女が置かれている現在の状況で
は，社会保障領域における性別で異なる取扱いに
ついて，立法府も見直しを行うべきものとした，
と評価できるのではないだろうか。少なくとも，
男女差別を行う合理的根拠の正当性自体が否定さ
れた本判決によって，今後男女で異なった取扱い
を行うに当たって，より正当性が求められるとい
える36）。本件同様に，労災保険法における遺族補
償年金の受給権者（16条の2）および厚生年金法

における遺族厚生年金の受給権者（59条）なども，
いずれも夫と妻で異なる要件となっている37）38）。
これらはいずれも被保険者の遺族に対する給付で
あり，遺族年金の支給として同様に考えることが
できることから，本判決の枠組みによれば違憲で
あり，変更が求められる39）。
　このように，本判決は，憲法学の観点からも社
会保障法学の観点からも先駆的な裁判例であり，
積極的に評価することができよう。しかしながら，
憲法25条をめぐる最高裁判例を引用・参照してい
ない点で，重大な問題が残っているように思われ
る。
　確かに，憲法14条に違反すると判断する以上，
本件規定が維持されることはない。しかし，問題
となった「遺族補償年金制度には…社会保障的性
質をも有することは否定できない」以上，本判決
には判例違反の可能性があるのではないだろう
か。（Ⅱ判旨2で）判例で認められた立法裁量を意
識しているようにも読めるうえ，本判決の事実認
定を見る限りでは，これまでの判例枠組みに拠っ
ても結論を導くことは可能であると思われる。
　さらに，憲法14条1項の審査基準のあいまいさ，
結論の不透明性はつとに指摘されているところで
あり40），先駆的な本判決が変更される可能性がな
いではない。現に，本判決の直後に出された裁判
例では，（かつて存在した）遺族基礎年金におけ
る母子家庭と父子家庭の取扱いの差異が問題と
なっているが，違憲とはされていない41）。
　こうした問題はあるものの，性別による取扱い
に着目し，社会保障領域における憲法14条1項の
解釈を積極的に行った本判決の試みそれ自体は評
価されるべきであると考える。先に述べた疑問に
加えて，本判決は控訴されているために結論が変
わることも予想されるが，司法における判断をお
いてもなお，立法には広い意味での立証責任が問
われる可能性があると思われる42）。

注
1）附則により，当分の間「55歳以上」とされてい

る（附則7条の2第2項）。
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1466号（2014年）19頁，紹介するものとして，下
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